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1. はじめに 

近年の企業を取り巻く環境はグローバル化が進み、企業間の競争は激しさを増している。同時に、科

学技術は加速度的に発展しており、企業がこのような環境下で長期的に発展していくにはイノベーショ

ンを継続的に生み出すことが重要とされている[1][2]。この継続的なイノベーションの源泉として産学連

携が重要視されており、その件数は国内外ともに 1990年以降大幅に増加している[3][4]。そのような環境

下において、島津製作所は大阪大学と包括連携協定を締結[5]し、積極的に共同研究を推進している。ま

た、島津製作所はイノベーション創出を担う人材として博士人材に注目し、大阪大学との共同研究を通

じて博士人材を戦略的に確保する REACH (REcurrent & RE-skilling through Academia and Industry 
Collaboration for Higher Education) プロジェクトを 2021年度から実施している[6]。 
本稿では、REACHプロジェクトの仕組みと人材育成における狙い、2024年度の状況を紹介する。 

 
2. REACHプロジェクトの仕組みと狙い 

REACHプロジェクトは、産学連携と人材育成を目的とした取り組みであり、島津製作所が今後事業
を伸ばしたい研究分野における大阪大学に所属する KOL（Key Opinion Leader）の下へ、島津製作所
の従業員を博士後期課程の学生として派遣し、その研究室にて共同研究に取り組むというプロジェクト

である。プロジェクトの概要については図 1に示す。従業員は、大阪大学・島津分析イノベーション協
働研究所に招へい研究員として業務派遣されるとともに、KOL の研究者の研究室の博士後期課程の学
生として共同研究に従事するため、それぞれの研究室での共同研究が業務となり、基本的にエフォート

100%で取り組む。また，業務派遣であるため授業料などの大学関連費用は会社が負担する。これら二点
は、一般的な社会人博士と大きく異なる部分である。この仕組みにより、プロジェクトへの参加者は共

同研究の活動に集中できる環境を構築する。 
REACHプロジェクトの参加する従業員には、博士後期課程にて共同研究に従事することで様々な成

長をすることが期待される。参加した従業員は、島津製作所が重要視する領域において博士号を取得し、

知識や技術、ノウハウを獲得することで新たな専門性を獲得する。これにより、本人の個人内多様性が

拡大することが期待される。また、博士後期課程において、自ら課題を発見しそれを解決するというプ

ロセスを経験することで、トランスファラブルな課題解決能力を獲得することも期待される。同時に、

困難な課題に直面した際に、粘り強く課題に取り組んだ経験を積むことで精神的な成長も望まれる。そ

して、研究室での長期の活動を通じて、指導教官だけではなく、その研究室や研究領域の学生や研究者

とも人脈を構築し、信頼を獲得することが期待される。これらの参加者の成長は、研究活動に集中でき

る REACHプロジェクトにて、より促進されることが期待される。これにより、REACHプロジェクト
を通じてイノベーション創出を担う高度人材の育成を継続的に実現できると期待している。 

2024年度時点において、各取り組みの詳細については後述するが、図 1に示すように REACHプロ
ジェクト キャリアと REACHプロジェクト ストレートの 2種類の取り組みを推進している。また、派
遣した従業員については、前者では合計 11名、後者は 1名の合計 12名をこれまでに派遣しており、詳
細は表 1に示す。2024年 3月には第 1期生が博士号を取得して派遣元の部署に復帰しており、これか
らの活躍が期待される。 
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図 1. REACHプロジェクトの取り組み[6] 

 
表 1. REACHプロジェクトの派遣先 

派遣先部局 研究キーワード 取り組みの種類 
● 2021年度 
薬学研究科 核酸医薬品の開発と品質管理 REACHキャリア 
● 2022年度 
産業科学研究所 計測情報科学、AI REACHキャリア 
工学研究科 抗体医薬、製造技術 REACHキャリア 
工学研究科 メタボロミクス REACHキャリア 
● 2023年度 
工学研究科 遺伝子治療薬、品質管理 REACHキャリア 
薬学研究科／医薬基盤研 ワクチン、腸内細菌叢産生代謝物 REACHキャリア 
工学研究科 組織工学、培養肉 REACHキャリア 
● 2024年度   
薬学研究科 核酸医薬品の不純物分析法の開発 REACHキャリア 
工学研究科 栄養疫学、メタボロミクス REACHキャリア 
工学研究科 栄養疫学、メタボロミクス REACHキャリア 
経済学研究科 クリエイティビティ・マネジメント REACHキャリア 
工学研究科 抗体医薬品、製造技術の研究 REACHストレート 

 
REACHプロジェクト キャリアの取り組み 

REACH プロジェクト キャリアは、島津製作所に既に所属している従業員を大阪大学の研究室に派
遣して共同研究を実施する取り組みであり、図 1の右側からの矢印で示す部分に該当する。派遣する従
業員については，基本的に派遣時に入社 4 年目以上となる社員を対象とした社内公募により決定する。
企業内で一定の経験を積み、社員が自らのキャリアを検討する段階での選択肢の一つとして、このプロ

ジェクトを活用することを想定している。プロジェクト完了後には、博士号をはじめ研究活動を通じて

獲得した能力や経験を生かして若手のリーダーとして活躍し、将来的には世界でリーダーシップを発揮

できるイノベーション人材へと成長することが期待される。2024 年度には、従来の理工学系の分野で
の共同研究に加えて、より複雑化する社会課題への解決に向けた「統合知」の観点[7]から、人文・社会

科学系の分野での共同研究を開始した。 
 

REACHプロジェクト ストレートの取り組み 
REACH プロジェクト ストレートは、大阪大学で博士前期課程を修了した学生が、島津製作所に入

社すると同時にそのまま同じ研究室の博士後期課程に進学して、島津製作所とその研究室の共同研究を

テーマとして研究をする取り組みであり、図 1の左側からの矢印で示す部分に該当する。この REACH
プロジェクト ストレートの対象となる学生は、REACHプロジェクト キャリアを受け入れている研究
室の学生としており、派遣の条件は、本人の希望・指導教授の推薦・島津製作所の採用基準への合致と

している。この取り組みでは、REACHプロジェクト キャリアでのメリットに加えて、島津製作所は企
業が重要視する分野の技術を有する優秀な学生を採用することができる点、学生は博士後期課程の期間

に社員として安定した身分を得るとともに、博士号取得後のキャリアパスも明確化されることから、博
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士後期課程での研究活動に専念することができる点がメリットと考えられる。2024 年度から 1 名がこ
の取り組みに参加し、来年度以降も継続する見通しである。 
 
3. おわりに 

島津製作所が推進する REACHプロジェクトについて、2種類の取り組み内容と 2024年度の状況に
ついて紹介した。また、プロジェクトを通じた高度人材育成の狙いについても説明した。今後は、REACH
プロジェクトでの共同研究分野について人文社会系を含めた様々な分野へ拡大することで、多様な博士

人材を育成することを検討している。同時に、国内外との大学との産学連携と人材育成を実現する仕組

みについても検討を進めており、一つの形として新人事制度 SPARK (Shimadzu PhD scholarship for 
Professional Advancement through Research and Knowledge)を開始した[8]。このような様々な人材育

成の仕組みを活用することで、より雑化する社会に対応するためのイノベーション創出に資する多様な

高度人材を継続的に獲得することを目指したい。 
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